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研究成果の概要（和文）：防災教育を進めるには、それぞれの地域の自然災害の歴史を学ぶとともに地域の自然環境や
社会環境、災害情報を学ぶことが大切である。防災教育のための地学事象の教材が、本研究で開発された。また、自然
災害に関する情報をGIS上の地図データを使用して収集した。提案された教育プログラムは、それぞれの地域に関する
各種情報を学ぶため、地域で独自の防災教育を進めることが可能である。

研究成果の概要（英文）：To advance the disaster prevention education, should learn the history of natural 
disasters in each region studied regional natural environment, social environment and disaster 
information. Teaching materials of earth science events for disaster prevention education were developed 
in this study. Further, collected information about the natural disaster by using map data on GIS. The 
proposed education program was, in order to learn a variety of information about each of the region, it 
is possible to proceed their own disaster prevention education in the region.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) 2011 年 3 月 11 日に東北地方太平洋沖地
震が発生し、主に津波災害で約 2 万人の人々
が犠牲になった。また、2011 年の秋には、台
風の豪雨による土砂災害で近畿地方南部で
は大きな被害が出た。これらの災害を契機に、
改めて防災教育のあり方が問われている。世
界全体に占める日本の災害発生割合は、マグ
ニチュード 6 以上の地震回数 20.5％、活火山
数 7.0％、災害被害額 11.9％など、世界の
0.25％の国土面積に比べて、非常に高くなっ
ている（内閣府,2010）。自然災害を引き起こ
す直接の原因は、自然の事物・現象である。
したがって、自然に対する科学的な見方・考
え方を身につけた上で、防災や減災について
の関心をいっそう高め、科学的思考に基づい
た判断・態度で自然災害に対処したり、自然
に対する人間や人間社会の関わり方を考え
ることが大切である。 
(2) 自然災害や地球環境問題には気象、海洋、
地形、土壌、植生、氷河などがかかわり、す
べてが科目「地学」の対象である。このよう
に「地学」は地球規模の環境問題や防災教育
の一翼を担う科目であるが、高等学校「理科」
のなかでその履修率が低く、児童生徒の市民
としての地学リテラシーの不足が懸念され
る。高等学校で地学を学ぶ生徒は全国で約
５％程度しかいないと推定されている。地学
の履修者数の減少と地学専門教員の新規採
用者数の減少とが相まっているのが現状で
ある。また、全国的なアンケート調査では、
小・中・高等学校の教員はいずれも理科では
地学分野が一番苦手で教えにくいと回答し
ている（科学技術振興機構,2010,2012,2013）。 
(3) 「災害は忘れた頃にやってくる」といわ
れる。46 億年の地球史から見たときの 1000
年と、人間の一生から見たときの 1000 年と
では、その時間の受け止め方はあまりにも違
い過ぎ、そのような時間感覚は現状では学校
教育などの地学教育を通してしか捉えるこ
とができない。 
 中央教育審議会は 2012 年 3 月の答申で、
防災教育を進めるために中長期的には「安全
科」や「防災科」といった教科の創設など教
育課程の改善を視野に入れた研究の推進を
求めている。そのような改善策の中で、自然
災害に関する基礎を学ぶ科目である地学の
学習の重要性が増していると考える。 
(4) 地学という教科・科目の特性を十分に理
解し、その存在感を発揮していくためには、
野外観察（野外実習）・観測などを通じて、
十分な自然観察の機会を設け、それを通して
正しく自然を見る目を養うことが最も必要
である。すなわち、地域の自然の姿を気づか
せることであり、これが第一歩である。した
がって、防災教育の視点で行う地域の調査
（街歩き）においても、児童生徒が野外体験
学習として地域の自然で課題を発見し、その
課題をグループで協力して探求する課題学
習を展開することは、意義深い。その際に、
その課題に関する資料や情報を収集したり、
情報発信したりするのにスマートフォンを
はじめとする情報機器の活用が可能である。

また、調査情報のまとめや結果の情報発信に
はＧＩＳ（地理情報システム）の活用が有効
である。 
 
２．研究の目的 
発達段階に応じた理科・地学を中心とする

防災教育プログラムの開発をはかる。その中
で、「地域防災」の視点から、自然科学的か
つ社会科学的に「自分の街」を見直す野外調
査活動の手法を確立する。その活動の中で情
報の共有化や情報の発信を図るために GIS
（地理情報システム）を活用する。また、身
近な災害についての知識を得るために大阪
を中心とする近畿地方で発生した自然災害
や予想される自然災害の被害予報情報を災
害別に収集し、教材化をはかる。 
 
３．研究の方法 
地学を中心とした防災教育プログラムを

児童生徒の発達段階に応じて構築する。その
素材となる「地域調査」においては、スマー
トフォンや GIS（地理情報システム）などの
情報機器やソフトウェアの活用をはかり、そ
の手法を確立し、教員研修でその成果を活用
する。また、近畿地方を主対象とする「自然
災害や被害予測情報」に関する画像情報を含
むデジタル情報を災害別に収集し、防災教育
用として教材化をはかる。あわせて、これま
で開発してきた「デジタル地学」に関するデ
ジタルコンテンツの拡充をすすめる。 
 
４．研究成果 
(1) 高等学校での地学教育と地理教育 
現行の学習指導要領では、高等学校理科科

目の履修条件は、「科学と人間生活」2 単位
と基礎科目 4領域から 1科目 2単位の計 4単
位を履修するか、または基礎を付した科目 2
単位を 3領域選んで 6単位を履修するかのど
ちらかとなっている。 
文部科学省がまとめた 2015 年度に使用す

る予定の高校教科書の採択状況のデータ（渡
辺,2015a,b）を用いて、「地学基礎」の履修
状況を推定した。必修科目である数学Ⅰの教
科書採択数に対する各理科関連科目の割合
をみたのが図１である。この図から全高校生
のおよそ 25 ％が「地学基礎」を履修してい
ると推定される。同様の傾向は、日本学術審
議会（2016）の答申でも示されている。「科
学と人間生活」でも地学の内容が扱われてい
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図１  数学Ⅰに対する理科の科目別の教科書採択の割合 



ることから約半数の生徒が地学を高等学校
で履修していと考えられ、履修者は以前より
大幅に増加していると思われる（佐藤，2003）。
また、同様の手法で求めた地理 A 及び地理 B
をあわせた全高校生の選択の割合は 54％で、
高等学校ではおよそ半分の生徒が地理を学 
習していると思われる。したがって、文系・
理系ごとの履修科目の選択傾向から、地形な
どの自然災害に関する学習は、高等学校では
地学と地理を通じて、ほぼ全生徒が学習する
ことが可能であると思われる。 
 
(2) 災害を理解するための自然現象に関す
る教材作成 
①気象教材 
 気象庁のホームページから１時間降水量
をダウンロードし（ここでは大阪のデータを
使用した）、過去 30 年分の観測記録から 10
年ごとの 1時間降水量の頻度分布を表計算ソ
フトを使用して作成した。降水量の大きなと
ころはばらつきがあるが、降水強度の小さな
降雨の出現回数は多く、降水強度の大きな降
雨の出現回数は少ないことがわかる。降雨は
統計法則に従っていると考えられ、統計期間
を長く取るほどその出現回数が降水の強さ
によらず多くなる傾向にある。したがって、
気象災害をもたらす豪雨は特別な現象では
ないといえる（木村，2014）。豪雨（災害）
は降雨という一般的な自然現象に内包され
ているもので、異常な現象であるととらえて
はいけないことが分かる。 
 地震についても、グーテンベル・グーリヒ
ター則として、地震のマグニチュードとその
頻度に関して冪乗則が成り立つことがよく
知られている。 
②雪氷教材 
栗山(1984)は、雪害を雪の力学的な力によ

る家屋の倒壊などの災害と雪による交通障
害や通信障害などの災害という 2種類に分け
ている。大阪など近畿地方では主に後者によ
る災害が多い。また、中島(1987)は寒冷地で
の降積雪と異なる暖地降雪・積雪の特徴とし
て、根雪になりにくく、冬季でも暖かい日に
は融雪があることや含水量の多い雪である
ために倒木の被害が多いことなどを挙げて
いる。これらの暖地降積雪の特徴がもたらし
たと考えられる近年の雪氷災害の例として、
2010 年 12 月から翌 1 月にかけての米子など
での降雪災害と 2014年 12月の徳島県の大雪
災害があげられる。これらは雨になるか雪に
なるかの境界の時期に交通障害などの災害
が起こりやすいことを示している。 
2014 年 12 月の徳島県西部での事例をみる

と、温帯低気圧が日本列島の南岸沿いを進み
冬型の気圧配置に変わっていることがわか
る。西日本の上空約 5500ｍでは-30℃の寒気
が流入している。徳島県西部に位置する池田
のアメダス観測点の気温と１時間降水量の
時間変化をみると、12 月 4 日から 5 日にかけ
て気温が低下し、降水が雨から雪に変化した
と考えられる。地上気温が１℃以下の期間は
降雪があったものと考えられる。この降水粒
子の形態が雨から雪（湿雪）に変化したこと

に対応できず、樹木の倒壊、交通障害、死亡
事故へとつながっていったと思われる。地形
図からわかるように愛媛県から徳島県に抜
ける谷筋は狭くなっており、そのため冬型に
伴う西風の収束が強まり、降雪を強化したこ
とも考えられる。 
③地震教材 
近畿地方には直下型地震をもたらす多く

の活断層があり、海溝型地震をもたらす南海
トラフも近くに存在する。そのためこれまで
に多くの地震災害が発生してきた。理科年表
（国立天文台，2013）の「日本付近のおもな
被害地震年代表」から近畿地方に発生した被
害地震を抽出した。約 1600 年間で 79 回の被
害地震が発生し、およそ 20 年に 1 回の頻度
で地震災害が発生していることがわかる。 
 
(3) 自然災害への地形の影響 
自然災害発生には地形が重要であること

を示す一例として、洪水災害と土石流災害が
それぞれ発生する際の地形の違いを地形図
等から学ぶ教材の作成を行った。ここでは、
2009 年の 7、8 月の山口県防府市と兵庫県佐
用郡佐用町での豪雨による自然災害の出現
の仕方の違いに注目し（落合，2010）、その
違いの要因を主として両地域における地形
の違いに求めた。それぞれの災害と地形・地
質との関係をみると、流域での降雨量に関し
ては両ケースともほぼ同じであるが、災害の
出現の仕方には違いがあることがわかる。防
府市では土石流（土砂）災害、佐用町では洪
水災害が顕著であったことがわかる。地形図
を見ると、防府市では佐波川の主流に多数の
渓流が流れ込んでいることがわかる。一方、
佐用町では蛇行する佐用川に多数の中小河
川が流入していることがわかる。このような
河川の違いが災害の発生形態の違いに現れ
たと思われる。災害発生現場を後日調査した。 
 
(4) 過去災害を知る 
①災害記念碑のデータベース 
東北地方太平洋沖地震による津浪災害を

機に改めての過去災害の継承の重要性が指
摘されている。近畿圏でも阪神淡路大震災、
阪神大水害、安政南海地震などの記念碑が知
られている。これらの記念碑を位置情報とと
もにデジタル地
図上に提示し、
そこにリンクす
る簡単な画像デ
ータベースを制
作した。具体的
にはグーグルマ
ップを活用して
それぞれの記念
碑等のある地点
からブログ形式
のページへリン
クした。そのペ
ージには静止画 
や動画を添付し
たほか、それぞ
れの自然災害の

 
図 2 ブログ形式での説明
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要因となった気象や地震など自然現象のデ
ータもできるだけ加えた。また、防潮堤など
の防災施設や自然災害を学ぶための施設、地
震断層についても同様にまとめた。その一例
として阪神大水害の「水災記念の碑」の例を
図２に示す。 
②近年の災害事例 
近年の顕著な災害事例として、火山災害

（雲仙普賢岳）、豪雨災害（平成 26 年 8 月
豪雨，広島市）、地震災害（東北地方太平洋
沖地震）について、現地調査を行い被災現場
等の画像データや地形情報を用いてまとめ
た（図 3）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(5) 地域を知る 
①地域情報データベースの構築 
内閣府（2007）は、主に災害時に対応する

ために各機関の所有する Web環境を利用した
各種形式の自然情報、社会情報、被害想定情
報などを「防災情報共有プラットホーム」と
いう情報基盤にまとめようとしている。これ
に習い「地域版防災情報共有プラットホー
ム」構築の事例を、佐藤（2011）が仙台市を
例に紹介している。このような情報プラット
ホームを作成することにより、児童生徒が地
域ごとの貴重な災害の履歴や教訓、被害想定
（災害情報）を学習することができ、また、
児童生徒が生活するそれぞれの地域の地域
性（自然環境と社会環境）を学ぶことができ
る。これらから児童生徒が地域について学習
することは、防災教育において基本となる重
要なことである。それぞれの地域ごとに，地
域版防災情報共有プラットホームを構築・整
備するとともに、児童生徒自らがプラットホ
ーム構築に参加することは防災教育を進め
ることにとって有益であると考える。 
佐藤（2011）による仙台市の地震災害を例

とした地域版防災情報共有プラットホーム
では、情報を自然情報、社会情報、災害情報
に分け、さらにそれぞれの情報を地図で表現
する地図レイヤー群とそれらにリンクした
テキスト文書，写真画像などの知識データ群
に分類している。 
大阪府内で今後発生が予測される自然災

害例として、内陸部の内水氾濫、湾岸部での
高潮・津波災害、山間部の土砂災害および上

町断層などの活断層による直下型地震が予
想される。 
地域版防災情報共有プラットホーム作成

の一例として門真市を例に、内水氾濫に関連
する各種データを表１に示した。ここでは各
種情報をさらに基礎、災害事例、災害対策と
に細分して例示している。表１のような情報
の具体例を、独自に収集・作成するとともに
国土地理院等で公表されている各種の地図
データも活用した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②地域を知るための街歩き 

地域のフィールド調査において、「防災の
目で自分の街を見つめ直す」という課題を実
施する方法を検討した。「地域の防災」を考
える流れとして，被害の想定（ハザードマッ
プや防災マップの活用）→対策の検討（街歩
きの実施により得られた情報や行政の防災
資源の情報などを防災マップに落とし込む
作業）→行動計画の作成（話し合いによる危
険要素や避難・支援ルートの検討）が考えら
れる。自らが地域を歩き、調査することが防
災力を高める基本となる。調査する際には，
位置情報や写真などの情報が取得できるス
マートフォンなどの情報端末の利用が可能
である。 
防災の観点（避難場所、災害時に利用でき

る施設、公共施設や災害が起こった際に危険
である場所など）から地域の街歩きをし、そ
れらのデータをまとめる手順について検討

 

図 3 近年の自然災害の例示 

 

表１ 地域版防災情報共有プラットホーム（内水氾濫
災害） 

 

 
図４ GIS ソフトを使ったフィールド調査の事例 



した。大阪市内の中学校区を対象に街歩きし、
防災の観点で調べたデータを簡便な GISソフ
トを使いデジタルデータとしてまとめた例
を図４に例示する。 
 
(6) 授業プログラム案  
①内水氾濫を例とする授業プログラム案 
「地域版防災情報共有プラットホーム」を

地域ごとに構築することを主題とする地域
学習から防災教育を進める授業プログラム
を検討した。 
そのプログラム例を表２に示した。授業の

流れは以下のようなものである。 
<1> 自然災害への興味・関心を喚起するため
に、近年の国内での自然災害の事例や地域で
起こった災害事例を例示する。 
<2> 地域の過去の自然災害について、児童生
徒が地域住民へのインタビュー活動や災害
事例や地域の自然景観などについての調べ
活動を行う。 
<3> 地震災害や気象災害、雪氷災害など地域
で顕著な自然災害を中心に、それらの自然災
害をもたらす自然現象の特徴について災害
と絡めながら学ぶ。 
<4> 同じ自然現象が起こった場合でも、地形
によって自然災害の現れ方が異なることを
学び、地域の地形の特徴とその成り立ちを学
ぶ。あわせて地域の過去災害の詳細について
学ぶ。 
<5> 行政機関から出されているハザードマ
ップやその基となる地形分類図、古地図など
から、地域で今後予想される災害を学ぶ。 
<6> 校区内の街歩きを実施し、自然災害の観
点から改めて地域の社会・自然環境を見直す。
それらの結果を GISを活用して社会レイヤー
や災害レイヤーとしてまとめる。 
<7> 防災情報共有プラットホームの内容や
街歩きでの活動内容などの授業プログラム
は小・中・高等学校の発達段階に応じて変え
て実施する。最終的に、それらの活動成果は
発表という形式でまとめる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２に表１の内水氾濫を例とした地域版

防災情報共有プラットホームを落とし込ん
だものが表３である。情報プラットホームを
予め準備しておいたり、児童生徒の活動を通
して作成することにより、最終的にそれぞれ
の地域の地域版防災情報共有プラットホー
ムを完成させることができる。これらを情報
発信することにより，地域の防災力の向上に
寄与することも可能である。 

 
②中学校での防災教育に関する内容 
防災教育を総合的に進めるためにはいか

にそれらの学習時間を確保するかが課題と
なる。現状では教科横断的に防災教育を進め
ることが現実的である。そこで現行の中学校
学習指導要領（文部科学省，2008）において、
防災教育に関連する教科内容をまとめた。 
③教科横断的な防災教育 
教科横断的に防災教育を進める際の教科

別の分担する内容を防災教育の目標（文部科
学省，2013）ごとにまとめた。災害の原因と
なる自然現象と社会要因の理解や災害時の
応急処置、災害対策等は、理科、社会、技術・
家庭、保健体育で主として扱い、災害時の避
難活動やボランティア活動等は特別活動で
主として学ぶ。総合的な時間では不足部分を
補ったり、すべての内容を総合的に扱うこと
が考えられる。 
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